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令和２年１月から12月における広島県内の労働災害発生状況（確定値）を広島労働局が取りまとめま
した。
全産業の休業４日以上の死傷災害は、前年の3,164人から81人（+2.6％）増加し3,245人となりました。
また、死亡災害は、23人から９人（−39.1％）減少し14人となっております。休業４日以上の死傷災害の
発生状況のうち、転倒災害は昨年より29人増加して736人となりました。災害発生件数の22.7％を占めて
おり、昨年に引続き最も多い事故の型別災害となっています。
一方、建設業の休業４日以上の死傷災害は、前年の337人から26人（+7.7％）増加し363人となりました。
事故の型別発生でもっとも多いのが墜落・転落災害で104人（28.7％）、次に転倒災害が41人（11.3％）、
続いて挟まれ・巻き込まれ災害39人（10.7％）となっており、この３つの災害を合わせると184人（50.7％）
を占めております。
また、死亡災害は昨年より２人減の２人となり、事故の型別では墜落・転落災害と車両系建設機械が
起因する激突され災害となっています。
死亡災害の発生状況は、ビル新築現場において設置されていたブラケット足場に上がろうとしたとこ
ろ、足場が外れて60メートル下のエレベータービットに墜落したものと積載型トラッククレーンを使用
して荷台の積み荷を降ろしていたところ、クレーンが傾きドアー部と地面に挟まれた災害です。発生要
因として、足場の点検、作業打合せの不足、作業手順や作業計画の不備に加えて不安全行動等が考えら
れます。
建災防広島県支部では、国の第13次労働災害防止５か年計画、建設業の第８次同５か年計画の３年目
にあたり、平成29年の労働災害発生状況をもとに平成30年から５年間に、死傷災害を５％減の298人以下、
死亡災害を15％減の５人以下、墜落・転落による死傷災害を15％減の98人以下とする目標を掲げ、労働
災害防止対策を推進してきました。
令和２年度の目標達成状況は、死傷災害は昨年より増加して目標値を上回った、死亡災害と墜落・転
落よる死傷災害は目標値以下の結果となりました。
建設業は慢性的な人手不足が続くなか、計画の目標を達成するには非常に厳しい状況となっています
が、残る２年間でより一層、積極的な災害防止活動を進める必要があります。

令和２年度の労働災害発生状況が確定し概要がまとまる 広島労働局
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令和２年度　建設業の第８次労働災害防止５カ年計画 災害減少目標と実績

広島県における労働災害発生状況の推移等

建　設　業（休業４日以上の死傷災害及び死亡災害）
広島労働局健康安全課（令和２年確定値）

建設業における死傷者・死亡者の推移

建設業における災害の型別の推移
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令和３年４月28日

建設業労働災害防止協会広島県支部
　　支部長　檜　山　　典　英　　殿

緊急事態宣言の発出を踏まえた
職場における新型コロナウイルス感染症への感染予防及び健康管理について

　新型コロナウイルス感染症の拡大防止につきましては、令和３年４月23日に新型インフルエンザ等
対策特別措置法第32条に基づく緊急事態宣言（以下「緊急事態宣言」という。）が発出され、「新型コ
ロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」（新型コロナウイルス感染症対策本部決定。以下「基本
的対処方針」という。）が改正されたところです。
　改正後の基本的対処方針において、「職場への出勤等」につきましては、従前の感染防止のため
の取組の徹底等に加え、特定都道府県において、人の流れを抑制する観点から、在宅勤務（テレワー
ク）活用や大型連休中の休暇取得の促進等により、出勤者数の７割削減を目指すこと等とされたと
ころです。
　厚生労働省では、職場において特に留意すべき「取組の５つのポイント」の取組を一層推進するた
めに、職場における感染防止対策の実践例（別添１※）等を活用して、事業主に取組を働きかけると
とともに、都道府県労働局に設置した「職場における新型コロナウイルス感染拡大防止対策相談コー
ナー」において、引き続き、事業主及び労働者からの相談等への対応を行うことといたします。
　職場における新型コロナウイルス感染症の拡大防止につきましては、各関係団体において作成され
た「業種ごとの感染拡大予防ガイドライン」等を実践する際に、労働者が安全かつ安心して働ける環
境づくりに率先して取り組んでいただくことについて累次にわたりお願いしてきたところですが、改
めて、職場における新型コロナウイルス感染症への感染予防、健康管理の強化についての留意事項等
を取りまとめた下記事項について、会員に対して周知をお願いいたします。

広島労働局長より要請がありました

職場における新型コロナウイルス感染症への
感染予防及び健康管理の強化について

広 島 労 働 局 長

※�リーフレット「職場における新型コロナウイルス感染症対策実施のため〜取組の５つのポイント〜を確認しま
しょう！」（別添）及び【別添参考資料一覧】は、建設業労働災害防止協会（建災防）広島県支部ホームペー
ジをご参照ください。
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基安労発0416第２号
令和３年４月16日

建設業労働災害防止協会会長　殿
厚生労働省労働基準局安全衛生部

労　働　衛　生　課　長

地下駐車場等に使用される二酸化炭素消火設備の
点検作業等における労働災害の防止について

　平素から労働安全衛生行政の推進に格別のご理解を賜り感謝申し上げます。
　令和３年４月15日に東京都新宿区のマンションの地下駐車場において、二酸化炭素を消火剤とする不
活性ガス消火設備（以下「二酸化炭素消火設備」という。）から二酸化炭素が放出され、地下駐車場内に
充満したことにより、死亡者４名を含む６名が被災する災害が発生したところです。
　本件災害の発生原因については調査中であり、現時点では明らかとなっていない状況ですが、昨年12
月には愛知県名古屋市、本年１月には東京都港区においても同種の労働災害が発生しているところであ
り、類似の二酸化炭素消火設備が設置された建築物における同種災害の防止を図る必要があります。
　このような状況を踏まえ、令和３年４月15日付けにて消防庁予防課長から各都道府県消防防災主幹部
長及び東京消防庁・各指定都市消防長あて別添※のとおり注意喚起がなされたところですが、二酸化炭素
消火設備の点検作業等に伴う労働災害の防止に当たっては、適切な安全衛生管理体制のもと、想定され
るリスクに応じた対策を講ずることが必要であることから、点検作業等に関係する者が留意すべき事項
を下記のとおり定めたので、別添※に加え、下記に留意の上、二酸化炭素消火設備の点検作業等における
労働災害防止に万全を期すよう、会員事業場に対する周知に格別のご配慮を賜りますようお願い申し上
げます。

記

１　二酸化炭素消火設備の点検に当たっての基本的な考え方
　マンションの地下駐車場等の消火設備として使用される二酸化炭素消火設備については、火災が発
生した区域をシャッター等により外気と遮断し、短時間で内部を二酸化炭素等の不活性ガス（以下「二
酸化炭素等」という。）で充満させることにより、火災の消火を図ることを目的としているため、一般
に二酸化炭素等が高圧な状態で使用されている。
　このため、点検作業等の際の誤作動や誤操作により、二酸化炭素等が放出された場合、高濃度の二
酸化炭素には毒性（麻酔性）があるほか、作業場所の酸素濃度が急激に低下するおそれがあるため、
点検作業時の有資格者の立会や二酸化炭素消火設備の適切な取扱いなど、消防関係法令等に基づく措
置に加え、以下に掲げる事項に留意の上、適切な安全衛生管理体制のもと、定められた手順に沿った
作業を実施することが重要である。

地下駐車場等に使用される二酸化炭素消火設備の
点検作業等における労働災害防止について

厚生労働省 労働基準局安全衛生部 労働衛生課長　

※�【別添資料】は建設業労働災害防止協会（建災防）広島県支部ホームページをご参照ください。
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令和元年・令和２年　全産業・建設業・署別労働災害発生状況（労働者死傷病報告による）
広島労働局（令和２年度 確定値）

署別
全　　産　　業 建　　設　　業

令和元年 令和２年
増減数

令和元年 令和２年 対前年
増減数

対前年
増減率
（％）

建設業
／全産
業（％）死亡 休業 死傷計 死亡 休業 死傷計 死亡 休業 死傷計 死亡 休業 死傷計

広島中央 2 947 949 3 1078 1081 132 1 87 88 2 105 107 19 21.6 9.9
呉 4 295 299 4 273 277 −22 2 31 33 21 21 −12 −36.4 7.6
福　山 8 659 667 2 676 678 11 65 65 87 87 22 33.8 12.8
三　原 3 188 191 2 160 162 −29 1 39 40 26 26 −14 −35.0 16.0
尾　道 3 212 215 1 205 206 −9 23 23 31 31 8 34.8 15.0
三　次 1 180 181 197 197 16 25 25 31 31 6 24.0 15.7
広島北 2 362 364 2 341 343 −21 34 34 41 41 7 20.6 12.0
廿日市 298 298 301 301 3 29 29 19 19 −10 −34.5 6.3
合　計 23 3,141 3,164 14 3,231 3,245 81 4 333 337 2 361 363 26 7.7 11.2

令和２年・令和３年　全産業・建設業・署別労働災害発生状況（労働者死傷病報告による）
広島労働局（令和３年３月末）

署別
全　　産　　業 建　　設　　業

令和２年 令和３年
増減数

令和２年 令和３年 対前年
増減数

対前年
増減率
（％）

建設業
／全産
業（％）死亡 休業 死傷計 死亡 休業 死傷計 死亡 休業 死傷計 死亡 休業 死傷計

広島中央 1 139 140 168 168 28 18 18 16 16 −2 −11.1 9.5
呉 1 46 47 81 81 34 3 3 8 8 5 166.7 9.9

福　山 109 109 1 127 128 19 20 20 19 19 −1 −5.0 14.8
三　原 1 33 34 31 31 −3 5 5 1 1 −4 −80.0 3.2
尾　道 1 26 27 36 36 9 6 6 6 6 16.7
三　次 39 39 36 36 −3 14 14 6 6 −8 ― 16.7
広島北 1 44 45 73 73 28 2 2 4 4 2 100.0 5.5
廿日市 50 50 56 56 6 1 1 3 3 2 200.0 5.4
合　計 5 486 491 1 608 609 118 69 69 63 63 −6 −8.7 10.3

令和元年・令和２年　建設業における事故の型別労働災害発生状況（労働者死傷病報告による）
広島労働局（令和２年度 確定値）
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令和
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（2） （1）（1） （4）
113 31 22 23 5 22 38 23 5 4 5 1 16 25 4 337

令和
２年

（1） （1） （2）
104 41 18 20 6 27 39 32 2 11 2 1 2 24 21 13 363

　（　　　）内は、死亡で内数

令和２年・令和３年　建設業における事故の型別労働災害発生状況（労働者死傷病報告による）
広島労働局（令和３年３月末）

事故の
型別

墜落
転落 転倒 激突 飛来
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有害物
質との
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火災 感電 交通
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動作の
反動 その他 合計

令和
２年 20 7 3 3 2 9 8 2 1 1 1 7 5 69
令和
３年 28 6 6 4 1 4 6 1 2 4 1 63
　（　　　）内は、死亡で内数
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　建災防広島県支部（082）228－8250

広島分会（082）228‒8252　福山分会（084）924‒4320　尾道分会（0848）22‒8918　廿日市分会（0829）31‒0196
呉 分 会（0823）22‒6886　三原分会（0848）63‒9920　三次分会（0824）62‒4391　　

広 島 県 支 部 各 分 会
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　建 災 防 広 島 県 支 部　https : //www.ｊｃｏｓｈａ-ｈｉｒｏｓｈｉｍａ.ｊｐ/
　建災防広島県支部広島分会　https : //www.ｊｃｏｓｈａ-ｈｉｒｏｓｈｉｍａ.ｊｐ/hiroshimabunkai/
　建災防広島県支部福山分会　https : //jcosha-fukubun.org/
　建災防広島県支部三次分会　https : //ww7.enjoy.ne.jp/～khm62/

建設業労働災害防止協会広島県支部

建設工事に従事する労働者の
　ための安全衛生教育
　「建設従事者教育」（６時間）
＊要請により、随時実施（支部）

　作業主任者技能講習日程
足場の組立て等 実施場所 受付分会 酸素欠乏・硫化水素危険 実施場所 受付分会 地山の掘削及び土止め支保工 実施場所 受付分会
７月15〜16日 三原市 三原 ５月14・15・17日 広島市 支部 ５月25〜27日 呉市 呉
　　26〜27日 広島市 支部 ６月22〜24日 広島市 支部

型枠支保工の組立て等 実施場所 受付分会 ７月５〜７日 福山市 福山
建築物等の鉄骨の組立て等 実施場所 受付分会 ６月15〜16日 福山市 福山
６月３～４日 広島市 支部 ７月８〜９日 広島市 支部

　特別教育日程
足場の組立て等 実施場所 受付分会 フルハーネス型安全帯使用作業 実施場所 受付分会 ロープ高所作業(学科のみ）実施場所 受付分会
５月18日 福山市 福山 ５月19日 呉市 呉 ７月21日 呉市 呉
　　28日 呉市 呉 　　24日 広島市 支部
６月１日 広島市 支部 ６月８日 三次市 三次 巻上げ機（ウインチ）運転 実施場所 受付分会
　　４日 尾道市 尾道 　　16日 三原市 三原 ５月14日 福山市 福山
　　29日 三原市 三原 　　25日 尾道市 尾道 ６月24日 呉市 呉

７月１日 広島市 支部 ７月16日 福山市 福山

自由研削砥石取替え等業務 実施場所 受付分会 石綿取扱い作業従事者 実施場所 受付分会
６月29日 広島市 広島 ６月29日 福山市 福山

　特別教育に準じた教育日程
振動工具取扱作業従事者 実施場所 受付分会 刈払機取扱い作業者 実施場所 受付分会 丸のこ等取扱い作業従事者 実施場所 受付分会

５月26日 福山市 福山 ６月24日 福山市 福山 ７月29日 福山市 福山

　統括・職長等各種教育日程
職長･安全衛生責任者教育 実施場所 受付分会 熱中症予防指導員・管理者 実施場所 受付分会 現場管理者統括管理 実施場所 受付分会
５月18〜19日 尾道市 尾道 ５月12日 広島市 支部 ６月８日 福山市 福山
　　27〜28日 広島市 広島 　　20日 福山市 福山 ７月14日 尾道市 尾道
６月２〜３日 福山市 福山 ６月18日 広島市 支部
　　16〜17日 呉市 呉 ７月２日 福山市 福山 足場能力向上教育

足場点検実務者研修 実施場所 受付分会　　29〜30日 三次市 三次
７月15〜16日 広島市 広島 職長･安全衛生責任者教育

能力向上教育 実施場所 受付分会
６月30日 広島市 支部

斜面点検者教育 実施場所 受付分会 ７月８日 呉市 呉
７月13日 三次市 三次 　　28日 広島市 支部

＊詳細につきましては、支部及び各分会にお問い合わせください。
　なお、定数に満たない場合は中止、または、延期する場合があります。

令 和 ３ 年 度 講 習 計 画
（令和３年５月〜７月末までの計画）

新型コロナウイルスの感染拡大防止に関する行政からの取組要請があった場合は、中止、または延期すること
があります、ご協力をお願いします。


